
初予算の主要事業

　昨年からの「高校生までの医療費無料化」と「幼稚園・小・中学校の給食費の無料化」の

同時スタートに加え、本年４月からは、国に先駆けて市内保育園の保育料と市内幼稚園授業

料の完全無料化を実施。

　あわせて、最大100万円に誕生祝い金を充実。さらに、市内全小・中学校にタブレット端

末と無線LANを整備するなど、教育環境の充実を図ります。

・保育料と幼稚園授業料無料化に伴う実質負担額 １，３１８万８千円 【ＮＥＷ】

・子ども医療費助成事業 ８，３７７万３千円 【継　続】

・学校給食費無償化事業 ６，２０６万６千円 【継　続】

・子育て応援（保護者負担軽減）誕生祝金事業 １，６００万円 【拡　充】

・小・中学校 ICT 環境整備事業 ３，８８２万２千円 【ＮＥＷ】

・文教施設長寿命化事業（小学校外壁等改修） ６，６５５万円 【ＮＥＷ】

・小・中学校外国語活動スキルアップ事業 ５０１万１千円 【拡　充】

人口増施策Ⅰ

力
「

」

❶子育て支援・教育環境の充実

～ は 人

詳しくは、市報４月号に折り込んだ号外をご覧ください。
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2019.5

特集

人口増に向けた当

　移住者向けの分譲団地を真玉・都甲の

２地区にそれぞれ整備。また、空き家バ

ンク登録物件を自身でリフォームする際

の原材料費を新たに助成します。

　そのほか、若者、子育て世代のUJIター

ンを促進する各種奨励金や市内で住宅を

取得した方や市外からの転入者への奨励

金を増額します。

❷移住・定住の促進

　長寿のお祝いと市発展へのご尽力に対

する敬老祝い金の対象として、新たに

８８歳と９５歳を加え、現行の１００歳

を増額します。（詳しくはＰ10を参照）

　また、新たに成人男性の風しん抗体検

査や予防接種の追加、がん検診の肺機能

検査の追加などにより、健康寿命の延伸

を図ります。

❸健康長寿の推進

・分譲宅地整備事業（真玉地区３５区画、都甲地区６区画） ３億８万８千円 【拡　充】

・空き家活用促進事業 １，６２９万６千円 【ＮＥＷ】

・定住促進奨励事業 ７８５万６千円 【継　続】

・ハッピーマイホーム事業 ９００万円 【継　続】

・敬老会事業（敬老祝い金・敬老会開催費補助 外） １，３００万８千円 【拡　充】

・予防接種事業 ６，００１万円 【拡　充】

・がん検診等実施事業 ３，６６１万２千円 【拡　充】

～ 地 域 活の
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　若年勤労者や外国人技能実習生の受入拡

大に向けて、賃貸住宅の新築や増改築の費

用の一部を補助します。

　また、商店街のWi-Fi整備等により、滞

在時間の延長と観光消費額の増を図ります。

　農林業では、放牧を含むおおいた豊後牛

の繁殖雌牛の増頭を支援（※）、有害鳥獣対

策として捕獲に対する報償金や狩猟技術講

習の受講費助成、被害防止柵設置に対する

補助等を継続。

　そのほか、ため池や排水機場等の改修工事、

安定した農業用水の確保や水田の畑地化等

を進めます。

※本市は、肥育牛生産頭数大分県１位

・長崎鼻リゾートキャンプ場施設整備事業
　（コテージ等の整備）

2 億 4,376 万 8 千円 【３月補正】

・デジタルアートを活用した新たな誘客促進事業
　（デジタルアートギャラリーの整備）

1 億 5,000 万円 【３月補正】

・長崎鼻パーフェクトビーチ整備事業 ５，４６０万８千円 【継　続】

・新拠点施設整備事業（大銀跡地） ３億４，５４３万３千円 【ＮＥＷ】

・都市再生整備計画事業（昭和の町空き店舗再生事業） ３，５００万円 【ＮＥＷ】

・日本遺産推進事業 １，２００万円 【継　続】

　滞在型観光の促進として、長崎鼻リゾー

トキャンプ場に、新たにアウトドアサウナ

やデジタルアートギャラリーを整備します。

　また、昭和の町の新たな魅力づくりとして、

大分銀行跡地にチャレンジショップや休憩

スペースを備えた拠点施設を整備。加えて、

商店街の空き店舗を創業者支援施設として

改修します。

　あわせて日本遺産認定を活用した情報発信など、インバウンド誘客による交流人口の増加

を図ります。

❶観光振興

❷商工業、農林水産業の振興

Ⅱ  産業の振興
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・若年勤労者向け賃貸住宅建設促進事業 ３００万円 【ＮＥＷ】

・域外消費型商店街等支援事業 ４１３万２千円 【ＮＥＷ】

・外国人技能実習制度導入事業 ６７４万１千円 【ＮＥＷ】

・有害鳥獣捕獲、被害防止に対する事業 ４，５５１万５千円 【継　続】

・おおいた豊後牛生産向上対策事業 ７３５万円 【継　続】

・県営土地改良事業費 １億７６８万５千円 【継　続】

・農業基盤整備促進事業 ６，８２４万９千円 【継　続】

・がけ地近接等危険住宅移転事業 ３８０万円 【ＮＥＷ】

・地震・津波等被害防止対策事業 １７０万６千円 【継　続】

・地域防災力活性化向上対策事業 ３５７万円 【継　続】

・道路改良事業 ５億２，５５２万７千円 【継　続】

・プレミアム付商品券事業（住民税非課税者分） ４，１５６万９千円 【ＮＥＷ】

・プレミアム付商品券事業（子育て世帯分） ３０２万円 【ＮＥＷ】

　有事に備え、がけ地等の危険区域から住宅を移転する際にかかる費用を補助します。

　また、指定避難所等の物資、資機材の整備、防災訓練・研修、自主防災組織の活動等へ

の継続した支援や、市道改良にかかる測量設計や路面の老朽化に伴う舗装の改良工事等を

行います。

　加えて、消費税引き上げの影響緩和と消費喚起を目的にプレミアム付商品券を発行します。

Ⅲ 市民生活の向上

５／１㈬～５／７㈫のケーブルテレビ週刊ニュースで、人口増に向けた
ＰＲ動画を放送します。
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一般会計予算　１５１億３，６４３万４，０００円

自
　
主

市　　　　　税 市民税や固定資産税などの税金（前年比１，６００万円増）

その他自主財源 貸付金の元利収入、ふるさと納税、公共施設の使用料や証明手数料など（前年比１億６３０万円増）

依
　
　
　
存

地 方 交 付 税 どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供できるよう国から交付されるもの

国・県 支 出 金 国・県からの補助金など

市　　　　　債 市が借り入れる借金（返済額の一部が市に戻る有利な地方債を活用）

その他依存財源 地方譲与税や地方消費税交付金など

自主財源

（27.3％）

依存財源

（72.7%）

一般会計
歳入

問財政課　☎25-6394

予算をお知らせします
Ⅰ 予算の概要

　一般会計の歳入歳出予算総額は、１５１億３，６４３万４千円で、前年度当初予算に比べ５億７，２７２万

円（３．９％）の増となっています。

Ⅱ 予算の特徴

　令和元年度の当初予算は、「地域の活力は人」であるとの考えのもと、①人口増施策、②産業の振興、

③市民生活の向上という３つの柱を重点施策とし、予算編成を行っています。

　また、時代の変化に対応した商工業・農林水産業の振興、未来を拓く子どもたちの教育のさらなる充実、

高齢者にやさしいまちづくり、防災力の強化等、多様な施策を総合的かつ横断的に進めていきます。

市税（１５．１％）

２２億９，１１３万３千円

その他自主財源（１２．２％）

１８億４，５３２万８千円

地方交付税（３７．８％）

５７億１，８７０万円

国・県支出金（１９．９％）

３０億６６２万５千円

市債（１０．７％）

１６億２，０７２万８千円

その他依存財源（４．３％）

６億５，３９２万円
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民　 生 　費 介護予防や敬老会事業、子育て支援など、高齢者や障がい者、児童の福祉などにかかる費用

総　 務　 費 税務、戸籍、選挙などの行政運営や各種基金の積立などにかかる費用

土　 木　 費 生活道路の改良や補修、公営住宅や公園の管理、分譲宅地の整備などにかかる費用

公　 債　 費 借金（市債）の返済にかかる費用

教　 育　 費
学校の改修やタブレットの整備など教育環境の充実や生涯学習、文化、スポーツ振
興にかかる費用

農林水産業費 ほ場整備や有害鳥獣対策など、農業や林業、水産業の振興にかかる費用

商　 工　 費
拠点整備や情報発信などによる観光振興、商店街振興や中小企業対策などの商工業の

振興にかかる費用

衛　 生　 費 健診や予防接種など市民の健康増進やごみ処理などにかかる費用

消　 防　 費 防災対策や消防・救急などにかかる費用

議　 会　 費 議員の政務活動や市議会の運営にかかる費用

そ　 の　 他 雇用対策や予備費などにかかる費用

一般会計
歳出

「令和」元年度の当初予

民生費（２９．５％）

４４億６，３６６万１千円

総務費（１６．５％）

２４億９，０９４万７千円

土木費（１１．７％）

１７億７，１３５万３千円

公債費（１１．１％）

１６億８，０１９万円

教育費（７．８％）

１１億７，３４８万３千円

農林水産業費（６．５％）

９億８，９２０万８千円

商工費（６．４％）

９億７，２０３万３千円

衛生費（５．７％）

８億６，７４２万４千円

消防費（３．３％）

５億５８０万５千円

議会費（１．１％）

１億５，９８５万４千円

その他（０．４％）

６，２４７万６千円
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